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（総則）

第１条 　令和６年度大津町工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 6 事業所

（２） 1,403,790 ㎥

（３） 3,846 ㎥

（収益的収入及び支出）

第３条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
収 入

第１款 工業用水道事業収益 72,394 千円

第１項 70,306 千円

第２項 2,088 千円

支 出

第１款 工業用水道事業費 95,482 千円

第１項 91,850 千円

第２項 632 千円

第４項 3,000 千円

（資本的収入及び支出）

第４条

収 入
な　　　し

―予1―

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額4,325千円は、減債積立金335千円
及び損益勘定留保資金3,990千円で補てんするものとする）。

営 業 外 収 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

令和６年度大津町工業用水道事業会計予算

給 水 事 業 所 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

営 業 収 益



支 出

第１款 4,325 千円

第１項 1,990 千円

第２項 335 千円

第３項 2,000 千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条

10,493 千円

（利益剰余金の処分）

第６条

335 千円

令和　６年　３月　　　日提出

大津町長　　　金田　英樹

（１）職員給与費（法定福利費を含む）

（１）減債積立金

―予2―

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

　繰越利益剰余金のうち335千円は、次のとおり処分するものと定める。

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合
は、議会の議決を経なければならない。

企 業 債 償 還 金

予 備 費



令和　６　年度

大津町工業用水道事業会計予算に関する説明書



                                 令和6年度大津町工業用水道事業会計予算実施計画

収　入

予定額（千円） 備　　考

72,394

70,306

1 給 水 収 益 70,305

2 そ の 他 の 営 業 収 益 1

2,088

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

2 長 期 前 受 金 戻 入 2,085

3 雑 収 益 1

4 消 費 税 還 付 金 1

支　出

予定額（千円） 備　　考

95,482

91,850

1 原 水 費 58,003

2 配 水 及 び 給 水 費 0

3 総 係 費 14,350

4 減 価 償 却 費 19,034

5 資 産 減 耗 費 462

6 そ の 他 営 業 費 用 1

632

1 支払利息及び企業債取扱諸費 28

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 603

3 雑 支 出 1

3,000

1 予 備 費 3,000

1
工 業 用 水 道
事 業 収 益

1
工 業 用 水 道
事 業 費

        ―説１―

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

款 項 目

1 営 業 費 用

営 業 外 費 用

1 営 業 収 益

2 営 業 外 収 益

4 予 備 費

2



なし

支　出

4,325

1,990

1 工 業 用 水 道 建 設 改 良 費 1,990

335

1 企 業 債 償 還 金 335

2,000

1 予 備 費 2,000

１　資本的支出

3

予定額（千円） 備　　考

1 建 設 改 良 費

2 企 業 債 償 還 金

収　入

予 備 費

款 項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

        ―説2―



　　　　―説3―

（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー ２．投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 20,268,373 有形固定資産の取得による支出 △ 6,820,000

減価償却費 19,033,908   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,820,000

資産減耗費 461,545

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 3,000 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー

長期前受金戻入額 △ 2,085,080 企業債の償還による支出 △ 335,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 335,000

支払利息 28,000

未収金増減額（△は増加） △ 964,000

支払金の増減額（△は減少） △ 2,704,299 資金増加額（又は減少額） △ 12,755,299

消費税及び地方消費税調整額 911,000 資金期首残高 159,644,460

　　　小計 △ 5,573,299 資金期末残高 146,889,161

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 28,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,600,299

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 （ 間 接 法 ）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）



1　総括

注）本年度一般職５名のうち４名は下水道課と兼務している。

ア　会計年度任用職員以外の職員

手　当　の
内　　　訳

本　年　度 0 5 0 4,116 0 2,793 6,909 1,344

前　年　度 0 5 0 3,909 0 2,119 6,028 1,271

比　　　較 0 0 0 207 0 674 881 73

区　　　　分
法定福利費
（千円）

合　計
（千円）特別職

（人）
一般職
（人）

その他
（人）

給　料
（千円）

報　酬
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

職　員　数

計
（千円）

9,105

比　　　較 0 0 0 306 0 934 1,240 148 1,388

前　年　度 0 5 1 5,179 0 2,399 7,578 1,527

給　与　費　明　細　書

職　員　数 給　与　費

本　年　度 0 5 1 5,485 0 3,333 8,818 1,675 10,493

区　　　　分
法定福利費
（千円）

合　計
（千円）特別職

（人）
一般職
（人）

その他
（人）

給　料
（千円）

報　酬
（千円）

手　当
（千円）

比　　　較

256

△ 256

退職手当
（千円）

637

157

480

時間外勤務
手　　当
（千円）

100

100

0

期末手当
（千円）

0

8,253

7,299

954

給　与　費

157

480

100

0

期末勤勉
手　　当
（千円）

2,266

1,556

710

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

児童手当
（千円）

期末勤勉
手　　当
（千円）

時間外勤務
手　　当
（千円）

区　　　分

本　年　度

前　年　度

退職手当
（千円）

0

扶養手当
（千円）

0

0

0

児童手当
（千円）

0

0

0

通勤手当
（千円）

24

24

0

住居手当
（千円）

306

306

0

―説4―

1,556

194

0

0

0 0

0

手　当　の
内　　　訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

期末手当
（千円）

0

0

0

306

306

0

0 0 1,750 100 637

0

扶養手当
（千円）



イ　会計年度任用職員

２　給料及び手当の増減額の明細(会計年度任用職員以外の職員)

３　給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

（１）　　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

―説5―

区　　分
増　減　額
（千円）

増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　明

給　　料 207 昇給に伴う増加分 207 一般職職員の平均昇給率1.63％

43475

256 1,806

手　　当 674 その他の増減分 674 退職手当、期末勤勉手当他

0本　年　度

前　年　度

区　　　分
扶養手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

児童手当
（千円）

期末勤勉
手　　当
（千円）

前　年　度 0 0 24 0 0

1,909 331 2,240

1,2700 1

0

0

区　　　　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費
（千円）

合　計
（千円）特別職

（人）
一般職
（人）

その他
（人）

給　料
（千円）

報　酬
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

1,5500 280

1 1,369 0 540

比　　　較 0 0 0 99 0 260 359

手　当　の
内　　　訳

0

比　　　較 0 0 0 0 516

本　年　度 0 0 24

0

0 516 0

令和５年４月１日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区　　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額

令和６年４月１日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

事務・技術職

339,200

364,700

43

312,700

338,200

42

△ 256

退職手当
（千円）

期末手当
（千円）

0

時間外勤務
手　　当
（千円）

0 256

0

0



（２）　　初任給

（３）　　級別職員数（兼務職員を除く）

級 級

（級別の基準となる職務）

一般職

行政職 大学卒 196,200 196,200

―説6―

区　　　　　　　　分 事　　　務　　　職　　（円） 一般会計の制度　（円）

高校卒 166,600 166,600

短大卒 179,100 179,100

事　　務　　職

７　　　　級 ６　　　　級 ５　　　　級 ４　　　　級

部長の職務及びその職務内容等
がこれと同程度のものとして長が規
則で定める職の職務

課長の職務及びその職務内容等
がこれと同程度のものとして長が規
則で定める職の職務

課長補佐の職務
主幹の職務及びその職務内容等
がこれと同程度のものとして長が規
則で定める職の職務

３　　　　級 ２　　　　級 １　　　　級

係長、参事、主査の職務
特に高度な知識経験を必要とする
業務を行う主事、技師の職務

主事、技師の職務
（２級に掲げる職員を除く）

区　　　　　　　　分
事　　　　　　　　務　　　　　　　　職

職員数 構成比（％） 職員数 構成比（％）

令和６年４月１日現在

1級 5級

2級 6級

3級 7級

4級 1 100 計 1 100

2級 6級

100

令和５年４月１日現在

1級 5級

4級 計 1

3級 1 100 7級



（４）　　昇給

（５）　　期末手当、勤勉手当

有

有

有

（６）　　その他の手当

前

年

度

扶 養 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

4.40

4.50

差　　異　　の　　内　　容

職 制 上 の 階 級 、 職 務

１２月（月分） （月分） 等 級 に よ る 加 算 措 置

2.250 2.250 4.50

６号級　（人）

100.0

1

区　　　　　　　　分

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

一般会計の制度

児 童 手 当 同　　　　　じ

号　級　数　別　内　訳

号　級　数　別　内　訳

2.200 2.200

2.250 2.250

区　　　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との差異

支給率計

６月（月分）

比　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　（％） 100.0

昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）　　（人） 1

２号級　（人）

４号級　（人）

100.0

本

年

度

100.0

職　　　員　　　数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 1 1

８号級　（人）

４号級　（人）

６号級　（人）

８号級　（人）

職　　　　員　　　数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 1 1

昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）　　（人） 1 1

２号級　（人） 0

1

0

0

0

1

0

0

0

―説7―

区　　　　　　　　　分 合　　　　　　計 事　　務　　職

1

0

0

0

1

0

0

支　給　期　別　支　給　率
備　　考



円 円 円 円

１

(1)

イ 4,664,120

ロ 17,071,478

△ 9,526,774 7,544,704

ハ 363,057,378

△ 193,945,010 169,112,368

ニ 302,959,532

△ 175,372,963 127,586,569

308,907,761

308,907,761

２

(1) 現金預金 146,889,161

(2) 未収金 964,000

流動資産合計 147,853,161

　資産合計 456,760,922

　　　　―説8―

流動資産

構築物減価償却累計額

機械及び装置

機械及び装置減価償却累計額

　有形固定資産合計

　　固定資産合計

土地

建物

建物減価償却累計額

構築物

固定資産

令和６年度  大津町工業用水道事業会計　予定貸借対照表
（令和7年３月３１日）　

資   　産   　の   　部

有形固定資産



３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てる企業債 858,398 858,398

(2)

イ 3,467,669 3,467,669

4,326,067

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てる企業債 341,000 341,000

(2) 2,407,714

(3) 預り金 2,000,000

(4) 引当金

イ 賞与引当金 563,000

ロ 118,000 681,000

5,429,714

５ 繰延収益

(1) 154,602,470

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 112,199,085

42,403,385

52,159,166

６ 資本金

(1) 自己資本金

イ 組入資本金 242,689,921

　自己資本金合計 242,689,921

　　資本金合計 242,689,921

７ 剰余金

(1) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 161,911,835

　利益剰余金合計 161,911,835

　　剰余金合計 161,911,835

　　　資本合計 404,601,756

　　　負債資本合計 456,760,922

　　　負債合計

　　流動負債合計

長期前受金

　　繰延収益合計

資   　本   　の   　部

未払金

法定福利費引当金

引当金

修繕引当金

　　固定負債合計

流動負債

企業債

　    　―説9―

固定負債

企業債

負   　債   　の   　部



１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　　定額法

主な耐用年数

50 年

10 ～ 50 年

5 ～ 20 年

（２）引当金の計上方法

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

ロ．退職給付引当金

熊本県市町村総合事務組合負担金条例でいう負担金累計額と退職手当累計額を比較し、負担金の加算調整額が

発生しないため計上していない。

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２.その他の事項に関する注記

（１）引当金の目的使用による取り崩し（予定）

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金594千円を使用し、これに伴う法定福利費を支出する

　　　ため法定福利費引当金124千円を使用する。

　　　　　　　　　　　―説10―

注記

建物

構築物

機械及び装置



円 円 円

１

(1) 　給水収益 61,516,000

(2) 1,000 61,517,000

２

(1) 34,440,000

(2) 0

(3) 11,935,000

(4) 18,666,108

(5) 　資産減耗費 446,101 65,487,209

3,970,209

３

(1) 1,000

(2) 2,052,058

(3) 1,000 2,054,058

４

(1) 34,000

(2) 　雑支出 1,000 35,000 2,019,058

経常損失 1,951,151

1,951,151

前年度繰越利益剰余金 184,137,494

その他未処分利益剰余金変動額 327,915

182,514,258

　　　営業損失

営業外収益

営業費用

　原水費

　配水及び給水費

　総係費

　減価償却費

　　―説１1―

営業収益

令和５年度  大津町工業用水道事業会計　予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　

　その他営業収益

　受取利息及び配当金

　長期前受金戻入

当年度未処分利益剰余金

　雑収益

営業外費用

　支払利息及び企業債取扱諸費

当年度純損失



円 円 円 円

１

(1)

イ 4,664,120

ロ 17,071,478

△ 9,219,489 7,851,989

ハ 363,057,378

△ 184,092,821 178,964,557

ニ 298,465,981

△ 170,652,433 127,813,548

ホ 建設仮勘定 3,200,000

322,494,214

322,494,214

２

(1) 現金預金 159,644,460

流動資産合計 159,644,460

　資産合計 482,138,674

　有形固定資産合計

　　固定資産合計

流動資産

　　　　―説12―

建物

建物減価償却累計額

構築物

構築物減価償却累計額

機械及び装置

機械及び装置減価償却累計額

土地

令和５年度  大津町工業用水道事業会計　予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）　

資   　産   　の   　部

固定資産

有形固定資産



３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てる企業債 1,199,398 1,199,398

(2)

イ 3,467,669 3,467,669

4,667,067

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てる企業債 335,000 335,000

(2) 5,112,013

(3) 預り金 2,000,000

(4) 引当金

イ 賞与引当金 551,000

ロ 115,000 666,000

8,113,013

５ 繰延収益

(1) 157,653,266

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 113,164,801

44,488,465

57,268,545

６ 資本金

(1) 自己資本金

イ 組入資本金 242,355,871

　自己資本金合計 242,355,871

　　資本金合計 242,355,871

７ 剰余金

(1) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 182,514,258

　利益剰余金合計 182,514,258

　　剰余金合計 182,514,258

　　　資本合計 424,870,129

　　　負債資本合計 482,138,674

　　固定負債合計

流動負債

企業債

未払金

法定福利費引当金

　　流動負債合計

長期前受金

　　繰延収益合計

　　　負債合計

資   　本   　の   　部

　    　―説13―

負   　債   　の   　部

固定負債

企業債

引当金

修繕引当金



１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法
　 有形固定資産
       定額法

主な耐用年数
建物 50 年
構築物 10 年 ～ 50 年
機械及び装置 5 年 ～ 20 年

（２） 引当金の計上方法
イ. 貸倒引当金
　 債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

ロ. 退職給付引当金
熊本県市町村総合事務組合負担金条例でいう負担金累計額と退職手当累計額を比較し、負担金の加算調整が
発生しないため計上していない。

ハ. 賞与引当金及び法定福利費引当金
　 職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に
基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（3） 消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２. その他の事項に関する注記

（１） 引当金の目的使用による取り崩し
　　当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金452,000円を取り崩し、これに伴う法定福利費

 　　 　　　を支出するため法定福利費引当金83,000円を使用する。を支出するため法定福利費引当金92,000円を取り崩した。

                        ―説１4―

注記




